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1. はじめに 

早期警報用地震計は、地震発生時において P 波初動

の数秒の情報から地震の位置と規模を推定し、危険が

及ぶと判断された場合に警報を出力する地震計である。

この早期警報用地震計を複数配置して列車などの制動

を行うことは、地震時の安全性向上に資するものであ

るが、複数の地震計を空間的にどのように配置するか

の評価指標は、これまで余裕時間を用いることが一般

的であった。ただし、余裕時間は震源、警報検知点お

よび評価地点の位置のみに依存し、揺れの大きさとは

無関係の指標であることから、余裕時間のみを用いた

地震計設置位置の検討は十分ではない。本研究では、

震源距離やマグニチュードなどをパラメータとした距

離減衰による地震動推定と、P 波・S 波速度などをパラ

メータとした余裕時間の計算を行い、ある所定の揺れ

以上となった領域においてある余裕時間以上になる確

率を計算することにより、地震計の配置を定量的に評

価し、その増設効果や配置最適化などを検討する。 

2. 評価方法の定義 

地震動と余裕時間の両指標を含めた評価方法とする

ため、本研究で用いる評価式は式(1)とした。 

 

 

ここで、Pe は評価値、N (Is ≧i ;x,y)は任意の地点

において入力地震の計測震度が i (ここでは基準計測震

度と呼ぶ)以上の回数、N (Is ≧i ,Tl ≧t ;x,y)は先述と

同じ任意の地点において入力地震の計測震度が i 以上

かつ余裕時間が t (ここでは基準余裕時間と呼ぶ，秒)以

上の回数を表す。 

また、P 波警報による余裕時間は、ある検知点に P

波が到達し地震諸元を推定して警報を伝送してから、

評価対象となる別の検知点に S 波が到達するまでの時

間差として定義され、簡易的には式(2)で表される。 

 

 

ここで、Tlp は P 波警報による余裕時間(秒)、Δe は

震央から評価点までの距離(km)、Δw は震央から警報 

検知点までの距離(km)、D は震源深さ(km)、Tc は地

震諸元推定時間(秒)、Tt は警報伝送時間(秒)である。計

算に用いたパラメータは Vp = 6.0(km/秒)，Vs = 3.5 

(km/秒)，Tc = 2.0(秒)，Tt = 1.0(秒)としているが、Vp と

Vs の適用性は、別途検討し確認している 1)。震源深さ

D (km)は解析に用いる地震ごとに与えられる。 

揺れの大きさを表す地震動指標には、計測震度を採

用しているが、その推定方法には気象庁が緊急地震速

報で使用している手法 2)を用いた。なお、本手法により

評価を行う際の地震動指標は、最大加速度や最大速度、

SI 値などを用いることもできる。 

3. 検討の設定条件 

早期地震情報を出力する警報検知点は、鉄道総研が

所有する首都圏地震観測網(国立を除く)の 5 点とした。

仮想路線は、鉄道総研の国立研究所を通過する仮想の

路線とした。警報検知点や仮想路線は任意に設定でき

るが、ここでは前述の通りとしている。図 1 に警報検

知点と仮想路線を合わせて示す。 

検討に用いた地震は、過去に実際に発生した地震を

用いた。地震選定の基準は、1923 年から 2009 年の地

震で、マグニチュード 5.5 以上、震源深さ 100km 以下

としており、地震の数は 3459 である。設定する地震は、

将来発生が予想される地震(想定地震)等を設定するこ

ともできる。また、地盤増幅情報は、(独)防災科学技術 

 

図 1 警報検知点および仮想路線の位置図 
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研究所の J-SHIS のサイトよりダウンロードした 1km

メッシュの地盤増幅情報を用いた。本手法は、500m メ

ッシュや 250m メッシュ等の情報も適用可能である。 

4. 検討結果 

本章では、2 章で示した方法と 3 章で示した条件によ

り式(1)の Pe を計算する。検討結果の例として、設定

条件が i =4.0、t =5.0 の Pe マップを図 2 に示す。この

図で、より青い色の方が Pe が 1 に近いため、基準計

測震度より大きい揺れに見舞われた場合に基準余裕時

間を確保できる確率が高いことを表し、より赤い色の

方が Pe が 0 に近いため、基準計測震度より大きい揺

れに見舞われた場合に基準余裕時間を確保できる確率

が低いことを表している。なお、設定された計測震度

の揺れに 1 度も見舞われなかった地点は式(1)の分母が

0 となるが、Pe は 1 としている。 

 

図 2 Pe マップ(i =4.0，t =5.0) 

5. 検知点配置の評価に関する考察 

本章では、まず仮想路線に対する検知点の増設効果

を考察する。図 3 には仮想路線 1 のキロ程と Pe (設定

条件：i =4.5，t =5.0)の関係で、警報検知点が 5 点(St5)

と 3 点(St3)をプロットしている。この図で、St5 の方

が St3 よりも Pe が大きくなっている箇所がある。ま

た、全線にわたる Pe の平均値を図中に Ave.St5、

Ave.St3 として示しており、Ave.St5 の方が大きな値と

なっている。これより検知点の数が多い方が Pe は大き

く、基準の揺れに対して基準の余裕時間が確保される

確率が高くなることが分かる。図 4 の仮想路線 2 では、

St5 は St3 より Pe が大きくなっている箇所が多く、

Ave.St5 と Ave.St3 の差が図 3 のそれよりも大きい。す

なわち、検知点を 3 点から 5 点にするときの効果は、

仮想路線 1 よりも仮想路線 2 の方が大きいことが分か

り、提案した手法により対象とする路線に応じた検知

点増設の効果を定量的に比較することができる。 

次に、検知点配置の最適化について考察する。本研

究では仮想的な警報検知点と路線を設定したが、実際

に検知点を新設したり増設したりする場合には、事前

の検討として警報検知点を任意に設定し、本研究で示

した手法によりその効果を評価することができる。す

なわち、Ave.St の値が大きくなるよう、警報検知点の

数や配置を変えることで、対象路線に対する最適な地

震検知点配置を検討できる。 

 

図 3 検知点増設の効果 (仮想路線 1) 

 

図 4 知点増設の効果 (仮想路線 2) 

6. まとめ 

本研究では、揺れの大きさと余裕時間を考慮した早

期警報用地震計の配置評価に関する検討を行った。そ

の結果、提案する手法により対象の路線に対して、検

知点増設の効果を定量的に評価できることや、早期警

報用地震計の配置最適化の検討に適用できることが分

かった。 
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